
ＤＡＴＡ 02

人　口
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２．〔人口〕
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１．人口の推移 　

世 帯 数 （人） 人口前年 人口密度 一世帯平均

(戸) 総 数 男 女 度比 ％ 人 ㎡ 人員 人

平成　２４

　２３

　２２

　２１

　２０

１９

１８

１７

１６

１５

１４

１３

１２

１１

１０

９

８

７

６

５

４

３

２

　　　　元

昭和　６３

　　　６２

　　　６１

　　　６０

　　　５９

　　　５８

　　　５７

　　　５６

　　　５５

　　　５４

　　　５３

　　　５２

　　　５１

　　　５０

人 口
年 次

 （各年１０月１日現在)

　　　　（資料：住民課)

注：「住民基本台帳法の一部を改正する法律」が平成24年7月9日に施行され、外国人住民についても住民基本台帳
制度が適用されることになりましたが、当該統計資料においては従前通り外国人住民は含まれていません。



２.国勢調査人口の推移
世 帯 数 人 口 （人） 人 口 密 度 増 加 率

(戸) 総 数 男 女 人 ㎡

平成　２２

　１７

１２

７

２

昭和　６０

５５

       ５０

       ４５

       ４０

３．人口動態の推移 （外国人住民は含まれていません）

出 生 死 亡 差 増 転 入 転 出 差 増

平成　２４ △ 5 △ 56

　　　２３ △ 63

　　　２２

　　　２１

　　　２０

１９ △ 200

１８

１７

１６ △ 5

１５

１４

１３ △ 203

１２ △ 244

１１ △ 110

１０ △ 99

９ △ 223

８

７ △ 264

６ △ 377

５ △ 41

４

３

２ △ 156

　　　　元

昭和　６３

６２

　　　６１

６０

 　(各年10月1日現在)

      (各年12月末現在)

　       (資料:住民課)

年 次

年 次
自 然 増 （ 人 ）

　 　（資料:国勢調査)

社 会 増 （ 人 ）
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４．平成２４年度月別住民基本台帳人口及び世帯数

世 帯 数 人 口 (人)
(戸) 総 数 男 女 増 減

平成２４年４月

５月

６月

７月

８月

９月

１０月

１１月

１２月

平成２５年１月

２月

３月

月

　　　　    (各月末現在)

 (資料:住民課)

注：「住民基本台帳法の一部を改正する法律」が平成24年7月9日に施行され、外国人住民についても
住民基本台帳制度が適用されることとなったため、当該統計資料の住民基本台帳人口及び世帯数には
外国人住民が含まれています。
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５．年別住民基本台帳地区別人口と世帯数

　〔平成24年〕
人 口 （ 人 ）

総 数 男 女
計

上 富
北 永 井
藤 久 保
竹 間 沢
み よ し 台

　〔平成23年〕
人 口 （ 人 ）

総 数 男 女
計

上 富
北 永 井
藤 久 保
竹 間 沢
み よ し 台

　〔平成22年〕 （１２月末現在)
人 口 （ 人 ）

総 数 男 女
計

上 富
北 永 井
藤 久 保
竹 間 沢
み よ し 台

　〔平成21年〕 （１２月末現在)
人 口 （ 人 ）

総 数 男 女
計

上 富
北 永 井
藤 久 保
竹 間 沢
み よ し 台

　〔平成20年〕 （１２月末現在)
人 口 （ 人 ）

総 数 男 女
計

上 富
北 永 井
藤 久 保
竹 間 沢
み よ し 台

（資料：住民課）

世帯数（戸）

世帯数（戸）

世帯数（戸）

注：「住民基本台帳法の一部を改正する法律」が平成24年7月9日に施行され、外国人住
民についても住民基本台帳制度が適用されることとなったため、当該統計資料の平成24
年12月末日以降の住民基本台帳人口及び世帯数には外国人住民が含まれています。

（１２月末現在)

地 区 世帯数（戸）

（１２月末現在)

地 区 世帯数（戸）

地 区

地 区

地 区
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．都道府県別年間転入者数

平成24年 平成23年 平成22年 平成 年 平成 年 平成 年 平成 年 平成 年

北 海 道

和 歌 山 県

石 川 県

青 森 県

福 島 県

茨 城 県

栃 木 県

群 馬 県

岩 手 県

宮 城 県

長 野 県

新 潟 県

秋 田 県

山 形 県

奈 良 県

滋 賀 県

京 都 府

大 阪 府

兵 庫 県

従 前 の 住 所 地

総 数

富 山 県

岐 阜 県

埼 玉 県

千 葉 県

東 京 都

神 奈 川 県

山 梨 県

      （各年１２月末日現在、単位：人）

福 井 県

三 重 県

　　　　　次項につづく

愛 知 県

静 岡 県
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平成24年 平成23年 平成22年 平成 年 平成 年 平成 年 平成 年 平成 年

東 京 都 区 部

横 浜 市

名 古 屋 市

京 都 市

大 阪 市

再 神 戸 市

北 九 州 市

札 幌 市

仙 台 市

川 崎 市

福 岡 市

広 島 市

千 葉 市

掲 さ い た ま 市

浜 松 市

新 潟 市

静 岡 市

相 模 原 市

堺 市

岡 山 市

熊 本 市

(資料:住民課）

従 前 の 住 所 地

鳥 取 県

島 根 県

岡 山 県

広 島 県

山 口 県

徳 島 県

香 川 県

愛 媛 県

高 知 県

福 岡 県

沖 縄 県

国 外

従 前 住 所 な し

佐 賀 県

長 崎 県

熊 本 県

大 分 県

宮 崎 県

鹿 児 島 県
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７.埼玉県町村別人口及び世帯数と面積

面積 世帯数 人 口 　　(人) 人口密度

 (K㎡) (戸) 総数 男 女 (人/K㎡)

三 芳 町

毛 呂 山 町

越 生 町

伊 奈 町

滑 川 町

嵐 山 町

小 川 町

ときがわ町

川 島 町

吉 見 町

鳩 山 町

横 瀬 町 ※

皆 野 町

長 瀞 町

小 鹿 野 町

東 秩 父 村

美 里 町

神 川 町

上 里 町

寄 居 町

宮 代 町

杉 戸 町

松 伏 町

注：※境界未定のため、面積については概算の数値。

（資料：財務課）

 (平成25年1月1日現在)

町村名

注：「住民基本台帳法の一部を改正する法律」が平成24年7月9日に施行され、外国人住民について
も住民基本台帳制度が適用されることとなったため、当該統計資料の住民基本台帳人口及び世帯数
には外国人住民が含まれています。
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８．年齢別人口
年 齢 総 数 男 女 年 齢 総 数 男 女
総 数
  0歳

100歳以上

(資料:住民課)

日本人(外国人住民は含まれていません)   (平成24年12月末現在)
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９. 5歳階級別人口の推移
　 (各年１０月１日現在）

年 平 成 年 平 成 年 平 成 年

年齢別 総 数 男 女 構成比％ 総 数 男 女 構成比％ 総 数 男 女 構成比％

総数

 0～4

 5～9

10～14

15～19

20～24

25～29

30～34

35～39

40～44

45～49

50～54

55～59

60～64

65～69

70～74

75～79

80～84

85～89

90～94

95～99

100歳
以上

不詳

　 　   (資料:国勢調査)
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1０.産業別就業人口の推移（１５歳以上）

就業者数 構成比％
指数 55年

＝100
就業者数 構成比％

指数 55年
＝100

就業者数 構成比％
指数 55年

＝100

平成22

昭和60

(資料:国勢調査)

年次 総数

        （各年１０月１日現在）

第1次産業 第2次産業 第3次産業
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.産業分類別就業者の推移（１５歳以上） （各年１０月１日現在）

男女比 男女比

就業者数 構成比％ 就業者数 構成比％ 就業者数 構成比％ 女＝100 就業者数 構成比％ 就業者数 構成比％ 就業者数 構成比％ 女＝100

男女比 男女比

就業者数 構成比％ 就業者数 構成比％ 就業者数 構成比％ 女＝100 就業者数 構成比％ 就業者数 構成比％ 就業者数 構成比％ 女＝100

男女比 男女比

就業者数 構成比％ 就業者数 構成比％ 就業者数 構成比％ 女＝100 就業者数 構成比％ 就業者数 構成比％ 就業者数 構成比％ 女＝100

  （ 資料： 国勢調査）

平 成 １ ２ 年

金融・保険・不動産業

運　輸　・　通信業

電気・ガス・水道業

サ　ー　ビ　ス　業

建　　　設　　　業

平 成 ２ ２ 年

総数 男 女

小　　　　　　　計

男

小　　　　　　　計

鉱　　　　　　　業

平 成 ２ 年

農       　　　業  

第
三
次
産
業

産 業 分 類

総　　　　　　数
第
一
次
産
業

小　　　　　　　計

電気・ガス・水道業

運　輸　・　通信業

小　　　　　　　計

農       　　　業  

林　業　・　狩猟業

林　業　・　狩猟業

水産養殖業・漁　業

小　　　　　　　計

サ　ー　ビ　ス　業

公　　　　　　　務

金融・保険・不動産業

平 成 １ ７ 年

男 女総数

製　　　造　　　業

女総数

鉱　　　　　　　業

建　　　設　　　業

産 業 分 類 総数 男

第
二
次
産
業

男 女

女

第
一
次
産
業

小　　　　　　　計

総　　　　　　数

卸　売　・　小売業

総　　　　　　数
第
一
次
産
業

小　　　　　　　計 

卸　売　・　小売業

水産養殖業・漁　業

小　　　　　　　計 

第
二
次
産
業 製　　　造　　　業

公　　　　　　　務

第
三
次
産
業

総数産 業 分 類

水産養殖業・漁　業

平 成 ７ 年

分類不能の産業

男

総数

分類不能の産業

昭 和 ６ ０ 年

女

運　輸　・　通信業

分類不能の産業

サ　ー　ビ　ス　業

公　　　　　　　務

小　　　　　　　計 

小　　　　　　　計

農       　　　業  

林　業　・　狩猟業

第
二
次
産
業

小　　　　　　　計

鉱　　　　　　　業

建　　　設　　　業

製　　　造　　　業

電気・ガス・水道業

第
三
次
産
業

小　　　　　　　計

卸　売　・　小売業

金融・保険・不動産業
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１２．市町村別従業地・通学地の状況（１５歳以上）

（１）常住地による従業・通学市区町村（三芳町民の通勤・通学先）

平成22年 平成17年 平成22年 平成17年 平成22年 平成17年

当地に常住する者

当地で従業・通学の者

県内他市町村で従業・通学の者

　川越市

　所沢市

　狭山市

　新座市

　富士見市

　ふじみ野市

　その他の市町村

他県で従業・通学の者

　東京都

　その他の県

区 分

（各年10月1日現在、単位：人）

　（資料：国勢調査）

総 数 通 勤 通 学
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（２）従業地・通学地による常住市区町村(三芳町への通勤・通学者）

平成22年 平成17年 平成22年 平成17年 平成22年 平成17年

当地で従業・通学の者

当地に常住する者

県内他市町村に常住する者

川越市

所沢市

狭山市

新座市

富士見市

ふじみ野市

その他の市町村

他県に常住する者

東京都

その他の県

（各年10月1日現在、単位：人）

　（資料：国勢調査）

区 分
総 数 通 勤 通 学
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１３．常住人口、夜間人口および通勤・通学人口 　　　　（各年１０月１日現在、単位：人）

増　減 増減率（％） 増　減 増減率（％）

△ 0 △ 0.1

△ 960 △ 4.6

△ 97 △ 1.4 △ 679 △ 8.9

△ 643 △ 4.8

△ 11 △ 0.1

△ 4,767 △ 4,944 △ 2,819 △ 3.6 △ 2,125

           (資料:国勢調査)

１４．通勤・通学者の状況

年 東京都へ通勤通 他市町村から通勤

学している者(B) (A)×100(％) 通学している者(D) (C)×100(％)

平２２

平１７

平１２

           (資料:国勢調査)

１５．労働力の推移
　　　　  労　働　力　人　口 労働力(%) 就業率(%) 失業率(%)

年 総 人 口
１５歳以上

人口 総　数 就 業 者 失 業 者
非労働力
人口

平２２

平１７

平１２

平　７

平　２

昭６０

昭５５

　注：総人口は労働力状態「不詳」を含む。 　　　　　 (資料:国勢調査)

当 該 市 町 村 か ら 通 勤 通 学 し て い る 者 当 該 市 町 村 へ 通 勤 通 学 し て い る 者

総数(A)

うち他へ通勤・通学

通学者数

常 住 （ 夜 間 ） 人 口

　　 （各年１０月１日現在、単位：人）

昼 間 人 口

常住人口１００人あたり昼
間 人 口

平 成 年 ～ 平 成 年

常住の１５歳以上就業者・
通 学 者

　　 （各年１０月１日現在、単位：人）

就業者数

う ち 自町 に 就 業・ 通学

流 出 超 過 数

当町を就業地・通学者とす
る 者

当町への通勤・通学

総数(C)

区                 分 平成22年

15歳以上人口
の総人口に占
める割合(％)

労働力人口
/総人口

就業者
/15歳以上人口

失業者
/労働力人口

平 成 年 ～ 平 成 年
平成12年

就業者数 通学者数

平成17年
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